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－ 要旨 － 

 

 本研究の目的は、教育が格差に与える影響を分析することである。教育の中でも、特に、

初等教育に焦点をあてる。目的は、さらに 2 つに分かれる。1 つ目は、初等教育と格差との

関係を回帰分析することである。2 つ目は、インドネシアにおける教育プロジェクトが格差

改善に与えた要因を整理することである。 

前者の分析結果として、ジニ係数と就学率について、インドネシアについては初等教育

が、タイについては中等・高等教育が、ホンジュラスについては高等教育が、負の関係とな

り、有意となった。世界全体については、中等・高等教育が、負の関係となり、有意となっ

た。後者に関しては、インドネシアの教育の質の向上には、教師の質が重要であることが判

明した。教師のトレーニングプログラムが有効であった。また、同プロジェクトにより、就

学率が上がり、人間開発指数の改善に繋がった。 
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1．はじめに  

 

1.1 目的 

 

 本研究の目的は、教育が格差に与える影響を分析することである。教育の中でも、特に、初

等教育に焦点をあてる。目的は、さらに 2 つに分かれる。これらは、①初等教育の格差への寄

与度を、ジニ係数の評価基準を用いて計算すること、②インドネシアの事例における教育プロ

ジェクトが格差改善に与える要因を整理すること、の 2 つである。 

 

1.2 背景 

 

 本研究を実施する背景は、大きく 3 つある。 

第 1 の背景は、2015 年 9 月 25 日に策定された「持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals; SDGs）」にて、貧困や不平等、格差が目標として掲げられている点で

ある。これらは 17 の目標の内、「目標 1.あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせ

る」と「目標 10.各国内及び各国間の不平等を是正する」で詳しく記載されている1。SDGs

以前に掲げられた「ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals; MDGs）」内で

は、「目標 1.極度の貧困と飢餓の撲滅」しか記載されていない2。貧困と格差について、よ

り詳細に目標を掲げている点から、世界的に関心が高まっていることが分かる。 

第 2 の背景は、同開発目標内で「目標 4.すべての人々への、包摂的かつ公正な質の高い教育

を提供し、生涯学習の機会を促進する」が掲げられている点である。目標内では初等教育と中

等教育を無償で修了できるようにすることや、男女平等の教育へのアクセス、など細かく記載

されている。このことから、教育が世界的に重要視されていることが分かる。 

第 3 の背景は、教育と貧困が密接に関わり合っているという点である。貧困指数の 1 つであ

る多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index; MPI）や人間貧困指数（Human Poverty 

Index; HPI）を構成する指標内には、教育に関する項目が入っている。このことから貧困と教

育は互いに影響し合っていると言える。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1外務省（2015）、pp.15-21。 
2外務省（2019a）。 
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1.3 意義  

 

 本研究の意義は 3 つある。 

第 1 の意義は、前述のように、SDGs にて、貧困、格差、教育への目標が掲げられている点

である。世界的に重要視されていることから、これらを研究題材にすることは意義があるとい

える。 

 第 2 の意義は、格差と教育の関係に関する分析が、貧困と教育に比べて少ない点である。前

述のように、貧困と教育の関係を表す分析は複数存在するが、格差と教育に関するそれは少な

く、両者の関係性を分析することは意義があるといえる。 

 第 3 の意義は、教師の質の向上を目的としたインドネシアの教育プロジェクトを分析する

ことである。教育の質の向上には、一般に奨学金制度などが重要視されているが、インドネシ

アにおいては教師の質の向上を目的としたプロジェクトが行われていた。これを評価すること

は意義があるといえる。 
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2. 貧困と格差の評価基準 

 

 本章では、貧困と格差の評価基準について示す。 

 

2.1 貧困の現状 

 

 世界全体の貧困率は減少傾向にある。一方で、地域別の貧困率は地域ごとに大きな差があ

る。世界銀行は国際貧困ラインを、2011 年の購買力平価（PPP）に基づき、1 日 1.9 ドルと設

定しており、この貧困ラインを下回ったのが貧困層である3。 

 まず、世界全体の貧困率を示す。世界銀行によると、貧困ライン以下で生活している人の

比率は、25 年間で減少傾向にある。1990 年は約 36%であった貧困率は、2015 年には、約

10%と約 3 分の 1 減少している（表 2.1.1 参照）。 

 

表 2.1.1）世界全体の貧困率 

 

出所：World Bank（2015b）を基に、筆者作成。 

 

次に、地域別の貧困率を示す。データは 2015 年のものである。圧倒的に貧困率の値が大き

い地域は、サハラ以南アフリカであり、その貧困率は、41.39%である。2 番目に値が大きい

地域は南アジアで、その貧困率は、12.41%である。それ以外の地域の貧困率は、おおよそ同

じ値であり、2015 年の世界全体の貧困率よりも低い。このことから、地域ごとの貧困率には

大きな差があり、サハラ以南アフリカと南アジアが世界全体の貧困のほとんどを占めている

ことが分かる（表 2.1.2 参照）。 

 

 

                                                   
3世界銀行（2018a）。 
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表 2.1.2）地域別の貧困率（2015 年） 

 
出所：World Bank（2015b）を基に、筆者作成。 

 

2.2 格差の現状 

  

 格差を、その代表的な評価基準であるジニ係数（後述）でみた時、世界全体の平均が

69.1%、各国内のそれが 20～50%であり、世界全体のジニ係数は格段に大きい4。上位 15 ヵ国

と下位 15 ヵ国の平均所得の差からみても、1990 年 38 倍から 2008 年 44 倍に拡大している。

世界全体のジニ係数が大きい要因は大きく 2 つある。 

1 つ目は、グローバリゼーションの進展による賃金格差の拡大である。先進国では、高技

能労働者と低技能労働者の賃金格差が広がった。一方、途上国では、都市部と農村部の賃金

格差が広がった。これにより、先進国と途上国の両方で、格差が拡大した。2 つ目は、人口

爆発が発生している最貧国の経済停滞である。これにより、先進国や新興国との差がより大

きくなり、格差が拡大した。以上の 2 つが世界全体のジニ係数が大きい要因である。 

尚、世界全体のジニ係数は減少傾向である。これはアジア諸国の急成長により、所得水準

が先進国の所得水準に近づいたことによるものである。 

 

 

 

                                                   
4北浦（2016）、pp.2-18。 
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2.3 貧困と格差の評価基準 

 

2.3.1 貧困の指数 

 

 貧困の評価基準としての指数は、複数ある。貧困の指数のうち 4 つを取り上げる。 

     

①絶対的貧困 

 絶対的貧困とは、世界銀行が定める国際貧困ラインを下回っている状態のことである。この

国際貧困ラインは、2011 年の購買力平価（PPP）に基づき、1 日 1.9 ドルと設定されている。

2015 年 10 月以前は 1 日 1.25 ドルと設定されていたが、引き上げられて現在の数値となった。 

 同指数は、国際比較において有効とされている。絶対的貧困率は減少傾向にあり、2015 年

の最新データは、9.9%とされている。 

 

②人間開発指数5（Human Development Index; HDI） 

人間開発指数（HDI）は以下の式で表すことができる。 

 

HDI＝平均寿命＋教育水準＋1 人当たりの実質所得平均 

 

HDI は、3 つの指標で構成されている。1 つ目は平均寿命である。基礎的な健康が満たさ

れているかどうかを判断できる。2 つ目は教育水準（成人識字率と就学率）である。この水

準は選択可能性の広がりを反映している。3 つ目は 1 人当たりの実質所得平均である。金銭

面での選択可能性を判断することができる。 

HDI を使用する上で重要なのは、3 つを集計した HDI だけ見るのではなく、各指数を吟味

することである。 

 

③人間貧困指数（Human Poverty Index; HPI）  

人間貧困指数（HPI）は、それぞれの国の平均値から、保健・教育・所得の 3 側面における

総体的な貧困状態を描き出す指標のことである。 

      

④多次元貧困指数6（Multidimensional Poverty Index; MPI） 

多次元貧困指数（MPI）は、保健、教育、所得という人間開発指数（HDI）の 3 つの要素に

関して、世帯レベルで複数の形態の貧困がどの程度重なり合っているかを表す指標である。但

し、所得を基準とする貧困評価を補完するものであるため、所得の指標は含まれていない。 

 MPI が策定された背景として、HPI が関係してくる。HPI には個人・世帯・その他の集団の

                                                   
5黒崎・山形（2008）、pp.18-19。 
6国連開発計画（UNDP）駐日代表事務所ウェブサイト。 
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多次元的な貧困状態を把握することができないという欠点が存在した。この欠点を解消するた

めに、MPI が策定されたのである。 

MPI は 10 の指標から構成される。その 10 指標を示したものが表 2.3.1）である。表 2.3.1）

の加重指標が少なくとも 1/3 を超えると多次元貧困層に分類される。 

 

表 2.3.1）多次元貧困指数を構成する 10 個の指標 

指標   加重 

健康 栄養 70 歳未満の成人または子供が栄養不良である。 1/6 

 子供の死亡率 調査前 5 年間に、家族の中で死亡した子供がいる。 1/6 

教育 就学年数 10 歳以上の世帯員が 6 年間の学校教育を修了してい

ない。 

1/6 

 就学 クラス 8 を修了する年齢まで学校に通っていない。 1/6 

生活水準 調理用燃料 糞、木、炭、または石炭で調理する。 1/18 

 衛生設備 衛生施設が改善されていない、または改善されている

が他の世帯と共有している。 

1/18 

 飲料水 改善された飲料水を利用できないか、確保に家から往

復で少なくとも 30 分の距離を要する。 

1/18 

 電気 電気が通っていない。 1/18 

 住宅 屋根、壁、および床の少なくとも 1 つの住宅が不適切、

又は、天然素材である。 

1/18 

 資産 ラジオ、テレビ、電話、コンピュータ、自転車、冷蔵

庫などの資産を所有していない。 

1/18 

出所：UNDP（2018）を基に、筆者作成。                              
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2.3.2 格差の指数  

  

 格差の評価基準は複数ある。格差の評価基準となる指数のうち代表的な 2 つを取り上げる。 

   

①ジニ係数 

 ジニ係数は、国内における個人または世帯の所得分配の不平等度を示している。ジニ係数は

0～1 の値をとり、0（または 0%）が完全な平等、1（または 100%）が完全な不平等を意味す

る。ジニ係数は以下の式のように定義される7。 

 

G =1－{(X₁－X₀)(Y₁＋Y₀)＋(X₂－X₁)(Y₂＋Y₁)＋…＋(Xn－Xn-1)(Yn＋Yn-1) 

=1－Σ(Xi－Xi-1)(Yi＋Yi-1) 

 

 ただし、G：ジニ係数、Xi：累積世帯比率、Yi：累積所得比率、i=0,1,…,n 

 

②Teil 係数 

 Teil 係数は、平均値からの散らばり度合いを計算するものである。数字が大きいほど不平等

度も高くなる。グループ別とグループ内に分けて分析することが可能という利点を持つ。式は

以下の通りである8。 

 

Teil 係数=1/nΣin=(xi/�̅�n⋇ln(xi/�̅�n)) 

 

N 世帯の所得：x1,x2…,xi,…,xn、平均：x̅ 

 

 以上のように貧困・格差を測る評価基準は複数ある。本研究では、その中でジニ係数を用い

て分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
7白砂（2007）、pp.45‐57。 
8北浦（2016）、pp.12。 
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3. ジニ係数による格差の分析 

 

 本章はジニ係数と各教育段階の就学率の関係を回帰分析にて分析する。国別の時系列と世界

全体のクロスセクションにより分析を行う。 

 

3.1 時系列分析 

 

3.1.1 データ 

 

 分析に使用するデータは、分析対象国の、①初等教育就学率、②中等教育就学率、③高等教

育就学率、④ジニ係数の 4 つである。尚、各就学率は総就学率を用いる。 

 世界銀行のデータベースから、ジニ係数、及び、就学率に関して、まとまったデータが入手

可能な 15 か国について、分析対象とした。ただし、この中でも、データが欠損している年が

あるため、その年については、分析対象から外して回帰分析を行った。対象とした年について

は、分析結果に示した。 

 データの特徴は大きく 2 つある。1 つ目は、初等教育就学率の水準が比較的高いという点で

ある。選出した全ての国が 90%～110%を維持している。一方、教育段階が上がるにつれて就

学率は低くなる。高等教育就学率は低い所で 20%、高い所で 90%弱と各国にて差が出ている。

2 つ目は、全体的にジニ係数の値は減少傾向であり、各教育段階の就学率は増加傾向にあると

いう点である。しかし、唯一インドネシアのみ、ジニ係数が 1993 年 32.0%から 2017 年 38.1%

と増加傾向である（付録 1－1 参照）。 

 

3.1.2 変数と回帰式（国別） 

 

国別のジニ係数と各就学率の回帰分析を行う。以下のような推定モデルと変数を定義する。 

 

GINI = αn + βpn・PRIEDUn + u 

GINI = αn + βsn・SECEDUn + u 

GINI = αn + βtn・TAREDUn + u 

 

αn  :定数（n 国）   

PRIEDUn  :初等教育就学率（n 国）   

SECEDUn  :中等教育就学率（n 国）   

TAREDUn  :高等教育就学率（n 国）   

u  :攪乱項 
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3.2 クロスセクション分析 

 

3.2.1 データ 

 

 分析に使用するデータは、世界全体の、①初等教育就学率、②中等教育就学率、③高等教育

就学率、④ジニ係数の 4 つである。尚、各就学率は総就学率を用いる。 

世界銀行のデータベースから、2015 年のジニ係数、及び、就学率のデータを分析対象とし

た。ただし、この中でも、データが欠損している年があるため、その年については、2015 年前

後の年のデータを用いて、回帰分析を行った。 

データの特徴として、各国の就学率、ジニ係数ともにバラつきがある一方で、初等・中等・

高等教育と教育段階が上がるにつれて就学率が下がる傾向は世界全体で見てとれる（付録 1－

2 参照）。 

 

3.2.2 変数と回帰式（世界全体） 

 

 世界全体のジニ係数と各就学率の回帰分析を行う。以下のような推定モデルと変数を定義す

る。 

 

GINI = αw + βpw・PRIEDUw + u 

GINI = αw + βsw・SECEDUw + u 

GINI = αw + βtw・TAREDUw + u 

 

GINI    ：ジニ係数 

aw  ：定数（世界全体） 

PRIEDUw  ：初等教育就学率（世界全体） 

SECEDUw  ：中等教育就学率（世界全体） 

TAREDUw ：高等教育就学率（世界全体） 

U  ：攪乱項 
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3.3 分析結果  

 

以下に時系列国別の分析結果を示す。有意となった変数が多かった国であるインドネシア、

タイ、ホンジュラスの分析結果について、表 3.3.1）に示す。 

 

ジニ係数と就学率の関係が、負の値をとる時に、対象となる変数が増加すると、ジニ係数で

表された格差が改善されたと解釈できる。インドネシアについては、初等教育のそれが、タイ

については、中等教育と高等教育のそれが、ホンジュラスについては、高等教育のそれが、そ

れぞれ、負の値となり、かつ、有意となっている。また、インドネシアの R²においては、初等

教育が、他の教育段階よりも低い。1 に近いほど回帰式の精度は高いため、この中では一番精

度が低いこととなる。 

有意となった結果について、推定式にあてはめると以下のとおりである。 

 

➀インドネシア 

GINI =  124  - 0.83PRIEDU15 

GINI =  18  + 0.23SECEDU15 

GINI =  26  + 0.40TAREDU15 

②タイ 

GINI =  48  - 0.10SECEDU3 

GINI =  47 - 0.17TAREDU3 

③ホンジュラス 

GINI =  16  + 0.36PRIEDU7 

GINI =  33  + 0.31SECEDU7 

GINI =  94  - 2.11TAREDU7 
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また、3 国を含め、分析を実施した対象国全ての分析結果を表 3.3.2）に示す。 

 

 

表 3.3.1）の回帰分析結果から明らかになったことは以下の通りである。 

まず、インドネシアについて、初等教育の就学率とジニ係数の関係が有意となった。換言す

ると、初等教育と格差が負の関係にあることを意味する。さらに、初等教育の就学率を上げる

とジニ係数で表された格差が縮小することを意味する。インドネシアにおける格差の縮小に

は、初等教育へのアプローチが有効であることが分かる。 
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次に、タイについて、中等教育と高等教育の就学率とジニ係数の関係が有意となった。換言

すると、中等教育と高等教育と格差が負の関係にあることを意味する。さらに、中等教育と高

等教育の就学率を上げるとジニ係数で表された格差が縮小することを意味する。タイにおける

格差の縮小には、中等教育と高等教育へのアプローチが有効であることが分かる。 

最後に、ホンジュラスについて、高等教育の就学率とジニ係数の関係が有意となった。換言

すると、高等教育と格差が負の関係にあることを意味する。さらに、高等教育の就学率を上げ

るとジニ係数で表された格差が縮小することを意味する。ホンジュラスにおける格差の縮小に

は、高等教育へのアプローチが有効であることが分かる。 

 

以下に、世界全体（2015 年）のクロスセクションによる回帰分析結果を示す（表 3.3.3 参照）。 

 

 

 

 国別にて実施した時系列分析と同様に、ジニ係数と就学率の関係が、負の値をとる時に、対

象となる変数が増加すると、ジニ係数で表された格差が改善されたと解釈できる。世界全体の

場合、中等教育と高等教育が負の値となり、かつ、有意となっている。 

有意となった結果について、推定式にあてはめると以下のとおりである。 

 

GINI =  28 +0.10PRIEDU 

GINI =  46 - 0.09SECEDU 

GINI =  42 - 0.10TAREDU 

 

表 3.3.3）の回帰分析結果から、世界全体では、中等教育と高等教育の就学率とジニ係数の

関係が有意となった。換言すると、中等教育と高等教育と格差が負の関係にあること意味する。

さらに、中等教育と高等教育の就学率を上げるとジニ係数で表された格差が縮小することを意

味する。世界全体における格差の縮小には、中等教育と高等教育へのアプローチが有効である

ことが分かる。 
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4. インドネシアにおける教育プロジェクト 

 

 本章は、インドネシアの教育プロジェクトを取り上げる。理由は 2 つある。1 つ目は、ジニ

係数が増加している点である。インドネシアのジニ係数は、1993 年 32.0%から 2017 年 38.1%

と増加傾向にあり、他の国より増加が激しい。このデータから、インドネシアは他国以上に、

格差を縮小させる必要があると考える。 

2 つ目は、初等教育の格差への寄与度が高いと考えられる点である。目的で示したように、

本研究は初等教育に焦点を当てている。国別分析で選出した 15 ヵ国の内、インドネシアのみ、

初等教育の変数に関して有意であり、初等教育の就学率とジニ係数が負の関係である。このこ

とから、インドネシアは初等教育の格差への寄与度が他国よりも高いと考える。 

 以上の 2 つの理由からインドネシアを事例の対象国として挙げ、基礎データ、教育概要、現

状と課題、現在行われている教育プロジェクトについて示していく。 

 

4.1 インドネシアの基礎データ9 

 

①インドネシアについて 

インドネシアは、東南アジアに位置し、主要 5 島と 17,000 以上の島々から成り立っている。

このうち約 9,000 もの島に約 490 の民族が、それぞれ多様な文化を継承しながら、暮らしてい

る。人口は約 2.64 億人で、これは ASEAN で第 1 位、世界で第 4 位の値である。 

同国は、第二次世界大戦前までの 300 年間、オランダの植民地であったが、1949 年 12 月 27

日にオランダがインドネシアの主権を認め、正式に独立を果たし、現在のインドネシア共和国

となった。政治体制は共和制である。 

国全体の特徴を一言で表すなら、多様性である。数多くの島や民族があり、地域ごとに伝統

的な文化もある。また、自然豊かで生物多様性にも貢献している国である。 

 

②言語・宗教 

公用語は、インドネシア語（Bahasa Indonesia）である。地域ごとに様々な言語が使用され

ている。また、宗教については、87%の人口が、イスラム教徒である。以下、キリスト教徒が

11%、仏教徒が 1%、ヒンドゥー教徒が 1%となっている。 

イスラム教徒の数は、世界最大と言われており、地域内の割合では、イスラム教徒が主であ

る。但し、バリ島においてのみ 9 割がヒンドゥー教徒である。国は、信仰の自由を憲法で示し

ているが、無神論を認めていない。 

 

 

 

                                                   
9インドネシア共和国観光省公式ウェブサイト（2014）。 
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③地理・文化 

 インドネシアには、多くの島々が存在するが、その中でも大きく 9 つの島について示す（表

4.1.1 参照）。多様な島々があるため、宗教や生活文化など地域ごとに特色を持っている。また

風景も多様で、ジャワ島やバリ島では、肥沃な地域であるため、稲田が多くみられる。スマト

ラ島、カリマンタン、スラウェシ島、マルク諸島、パプアでは、熱帯降雨林がみられる。ヌサ・

トゥンガラでは、オープンサバンナと草原がみられる。宗教は、1 つの島で 1 つの宗教を信仰

している島や、1 つの島でも複数の宗教を信仰している島がある。詳しい特色は表 4.1.2）に示

す。 

 

表 4.1.1）インドネシアの島々 

 

出所：世界地図、インドネシア共和国観光省公式ウェブサイト（2014）を基に、筆者作成。 
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表 4.1.2）インドネシアの島々の特色 

 特色 

スマトラ島 大多数がイスラム教徒。滝・湖・高原などの自然観光が多い。 

バリ島 9 割がヒンドゥー教徒。外国移住者も多く、観光地として有名である。 

カリマンタン 大多数がイスラム教徒。バンジャルマシンという地域はほとんどが

水上生活をしている。 

ジャワ島 主にイスラム教徒で、ヒンドゥー教徒も少数だが存在する。首都のジ

ャカルタがある。そのため人口も一番多い。 

スラウェシ島 多様な宗教が入り混じっている。よって多数の民族が存在する。 

西ヌサ・トゥンガラ 大多数がキリスト教徒。スンキギという観光地があり、ホテルなどの

施設が整っている。 

東ヌサ・トゥンガラ 大多数がキリスト教徒。自然系の観光地が多い。 

パプア キリスト教徒が多いが、その中でも自然崇拝に重きを置いている。 

マルク諸島 プロテスタント・カトリック・イスラムなどの教徒が混在している。 

出所：インドネシア共和国観光省公式ウェブサイト（2014）を基に、筆者作成。 

 

④経済 

インドネシアの経済指標を示す。名目 GDP は 10,225（億 USD）、実質 GDP 成長率（2017

年比）が 5.2%、1 人当たり GDP は 3,871（USD）である。名目 GDP が ASEAN 全体の 4 割弱

を占めており、ASEAN の経済大国とされている。一方で、1 人当たり GDP は ASEAN 域内

で中水準である。 

産業別 GDP 構成比は、農業が 13%、工業が 39%、サービス業が 47%である。輸出品は鉱業

製品が全体の 4 分の 1 を占めており、輸入品は工業製品、鉱業製品が全体の 8 割を占めてい

る。輸出・輸入国はアジアが大半を占めている。以上の経済指標をまとめたものを表 4.1.3）に

示す。 

また、多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index; MPI）においては、教育は全体の

3 割を占めており、3 項目の中では 2 番目に値が大きいことが分かる。MPI の値と、全体にお

ける健康・教育・生活水準の割合を表 4.1.4）で示す。 
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表 4.1.3）インドネシアの経済指標 

名目 GDP（億 USD） 10,225 

1 人当たり GDP（USD） 3,871 

実質 GDP 成長率（2017 年比） 5.2 

GNI（億 USD） 10,098 

1 人当たり GNI（USD） 3,840 

産業別 GDP 構成比 農業（%） 13% 

産業別 GDP 構成比 工業（%） 39% 

産業別 GDP 構成比 サービス業（%） 47% 

注：名目 GDP、1 人当たり GDP、実質 GDP 成長率、GNI、1 人当たり GNI は 2018 年のデータである。産業

別 GDP 構成比は 2017 年のデータである。 

出所：みずほ銀行（2019）、World Bank Open Data を基に、筆者作成。 

 

表 4.1.4）インドネシアの多次元貧困指数 

出所：UNDP（2018）を基に、筆者作成。 

 

 経済の特徴は大きく 3 つある。 

1 つ目は、購買力旺盛な中間所得層の増加、人口ボーナス期の継続である。人口ボーナス期

とは総人口に占める生産年齢（15～64 歳）人口の割合が上昇し続ける時期のことである。イ

ンドネシアは人口ボーナス期が ASEAN の中でフィリピンに次いで長く続くため、中長期的

な成長を後押しすると考えられている。 

 2 つ目は、インフラなどの公共投資の規模が小さいことである。インドネシアでは海陸とも

にインフラ整備が遅れており、渋滞や輸送の効率性の低さが課題として指摘されている。今後

はインフラ整備の拡大や改革が続くとされている。 

 3 つ目、は労働市場の問題である。インドネシアは、賃金上昇圧力が強く、労働組合による

ストや賃上げデモが頻発している。また、労働者の確保は容易であるが、優秀な管理職の確保

が困難な状況にある。このような背景から、労働市場の効率性に対する評価は ASEAN の中で

低いレベルとされている。 

以上のように、経済に関する課題は多くあるが、人口ボーナスなど経済成長を促進する要因

もあるため、課題を迅速に解決し、要因を最大限に生かすことが重要であると考えられる。 

 

年 2012 

多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index; MPI） 0.029 

健康（Health）% 25.27 

教育（Education）% 29.13 

生活水準（Standard of living）% 45.61 
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4.2 インドネシアの教育 

 

4.2.1 インドネシアの教育データ 

 

 インドネシアの教育データについて示す。インドネシアにおける特徴的な教育制度として、

マドラサが挙げられる。マドラサとは、イスラム教育に特化した学校のことである。マドラサ

は各教育段階に存在し、初等教育がマドラサ・イブティダイヤ（MI）、中等教育がマドラサ・

ツァナウィヤ（Mts）、高等教育がマドラサ・アリヤ（MA）、職業学校がマドラサ・アリヤ職

業（MAK）となっている。 

学校制度や就学率をまとめたのが表 4.2.1）である。 

 

表 4.2.1）インドネシアの教育データ 

学校制度 6、3、3、4 制 

義務教育期間 7－15 歳 

学校年度 7 月始業 

学期制 2 学期制 

就学前教育 就学前教育は義務ではないが、私立小学校への入学条件として重視され

る場合がある。幼稚園の数は約 49,000 あり、約 99%が民間によって運営

されている。 

・託児所 ・プレイグループ ・幼稚園 ・乳幼児教育機関 

義務教育 初等教育：小学校（SD）、マドラサ・イブティダイヤ（MI）              

中等教育：中学校（SMP)、マドラサ・ツァナウィヤ（Mts)       

義務教育段階の

学費 

公立：小・中等教育は管理費・運営費・授業料等は無料、 

交通費・制服・鞄・靴などは個人負担である。 

私立：学校によって異なる。 

義務教育以降 高等教育：高校（SMA）、マドラサ・アリヤ（MA）、 

職業高等教育：職業高校（SMK）、マドラサ・アリヤ職業（MAK） 

高等教育以降 大学、専門大学、ポリテニック、単科大学、総合大学 

初等教育就学率 103.50% 

中等教育就学率 87.77% 

高等教育就学率 36.28% 

注：各教育段階の就学率は 2017 年のデータである。 

出所：World Bank Open Data、外務省（2017）を基に、筆者作成。 
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4.2.2 インドネシアの教育の現状と課題 

 

インドネシアの教育の現状と課題は大きく 3 つある。 

1 つ目は、教師の質の低さである。インドネシアでは、教師の理想の学歴として、最終学歴

が D4（4 年制専門学校卒業）又は学士 S1（4 年大学卒業）と定義されている。尚、初等教育

においては、D4 が求められる最終学歴である。 

2016 年から 2018 年の間で、それらの学歴を持つ教師の割合は増えた。しかし、初等教育の

み、他の教育段階と比べて割合が低い。中等・高等・職業教育では 90%を超えたが、初等教育

は 85.99%である。このことから理想の学歴を持つ教師の割合は、初等教育が一番低く、質の

向上が必要である。 

また、Open knowledge foundation が運営する Right To Education Index（RTEI）10におい

ては適切な訓練を行っている教師が、初等教育で 45%、中等教育で 39%とされている。どちら

も半数以下で、質が低いことは明らかである。 

2 つ目は、宗教と教育の問題である。インドネシアでは 2 つの省が運営する学校に大きく分

けられる。1 つは、国家教育省（MONE）が運営する学校、もう 1 つは宗教省（MORA）が運

営する学校、マドラサである。マドラサはイスラム教育に特化しており、通常教育を受けられ

る機会が MONE の運営する学校より少ない。そのため両校の間で学力の差が生まれてくる。 

両校の国際学力調査（Programme for International Student Assessment; PISA）を比較する

と僅差ではあるが、MONE が運営する学校の方が高い得点を取っている。また、マドラサ内

でみると、私立と公立で大きな差がでている。数学、国語、科学全ての教科で、私立が公立よ

りも低い。そして私立のマドラサが全体の 90%を占めている。そのため世界銀行のプロジェク

トでは、教育の質の向上のためにインドネシアの宗教省への支援を促進している。 

3 つ目は、地域格差の拡大である。インドネシアでは教育の地域格差が大きい。インドネシ

アの中央統計庁が運営する「Badan Pusat Stastik」によると、5 歳以上の学校参加人口比率が

都市部と農村部で大きな差を生んでいる。これらに関して問題点が大きく 2 つある。 

第 1 の点は、年齢が上がるごとに学校参加比率の値の差が都市部と農村部で大きくなるこ

とである。2016 年のデータでみると、5－9 歳の学校参加比率が農村部で 69.52%、都市部で

69.48%である一方、15－19 歳のそれは農村部で 66.20%、都市部で 73.56%と、差が大きくなっ

ている（表 4.2.2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
10RTEI（2018）。 
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表 4.2.2）インドネシアの学校参加比率（単位：%） 

年齢 学校参加比率（農村部） 学校参加比率（都市部） 

5－9 歳 69.52 69.48 

10－14 歳 98.30 99.20 

15－19 歳 66.20 73.56 

20－24 歳 13.78 26.37 

注：表のデータは全て 2016 年のものである。 

出所：Badan Pusat Stastik（2017）を基に、筆者作成。 

 

第 2 の点は、農村部の全ての年代・年齢層で学校に一度も参加したことない比率が都市部と

比べて値が大きい点ことある。2016 年のデータでみると、5－9 歳は農村部で 30.42%、都市部

で 30.37%、10－14 歳は農村部で 0.74%、都市部で 0.18%、15－19 歳は農村部で 1.09%、都市

部で 0.41%となっている。またこのデータから都市部・農村部どちらも 5－9 歳の一度も参加

したことがない比率が大きいことが分かる（表 4.2.3 参照）。 

 

表 4.2.3）インドネシアの一度も学校に参加したことがない比率（単位：%） 

 

年齢 

一度も学校に参加したこと

がない比率（農村部） 

一度も学校に参加したこと

がない比率（都市部） 

5－9 歳 30.42 30.37 

10－14 歳 0.74 0.18 

15－19 歳 1.09 0.41 

20－24 歳 1.25 0.41 

注：表のデータは全て 2016 年のものである。 

出所：Badan Pusat Stastik（2017）を基に、筆者作成。 

 

識字率の観点からでも、地域格差は存在する。識字率は都市部が 0.98%、農村部が 0.95%で

あり、農村部の方が低い。 
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4.3 プロジェクトの分析 

 

4.3.1 プロジェクト概要 

 

 本研究は、アジア開発銀行（Asian Development Bank; ADB）が行った「分散型基礎教育プ

ロジェクト（Decentralized Basic Education Project; DBEP）」を取り上げる。このプロジェク

トは、バリ島、西ヌサ・トゥンガラ（NTB）、東ヌサ・トゥンガラ（NTT）の 3 つの州内の 26

地区を対象地域とし、分散型計画の管理、及び基礎教育サービスの提供、9 年間の基礎教育へ

の参加と修了を目的としている（表 4.3.1 参照）。 

 アジア開発銀行のインドネシア向け開発アジェンダは、従来職業・技術・高等教育に目を向

けていたが、1990 年以降は、基礎教育へのサポートを増やし、貧しい子供達の基礎教育への

アクセスの改善に力を入れている。このプロジェクトもその一環である。 

 

表 4.3.1）分散型基礎教育プロジェクト（DBEP）の概要 

プロジェクト名 分散型基礎教育プロジェクト 

（Decentralized Basic Education Project; DBEP） 

プロジェクト期間 2003 年～2012 年 

プロジェクト対象地域 バリ島、西ヌサ・トゥンガラ（NTB）、東ヌサ・トゥンガラ（NTT） 

プロジェクト対象学校 貧しい村の学校：5,238 校 

内訳：小学校 4,329 校、中学校 909 校 

プロジェクト目的 分散型計画の管理及び基礎教育サービスの提供。 

9 年間の義務教育への参加と修了（特に貧困層）。 

プロジェクト融資 総額：1 億 3,840 万ドル 

内訳：1 億 1,210 万ドル（ADB）、2,630 万ドル（インドネシア政府） 

プロジェクト助成金 総額：2,950 万ドル 

内訳：2,800 万ドル（オランダ政府）、150 万ドル（インドネシア政

府） 

出所：ADB（2012）を基に、筆者作成。 

 

プロジェクトの評価方法は 2 つある。1 つ目は定性的アプローチ方法である。プロジェクト

に関与する校長、教師、スタッフ、省庁の職員及び地区教育事務所へのインタビューの結果か

ら評価する方法である。2 つ目は定量的アプローチ方法である。入学率、就学率、移行率、修

了率、国家試験の得点などのデータから評価する方法である。 
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4.3.2 プロジェクト内容 

 

プロジェクトで行われた内容は大きく 4 つある。 

 

①インドネシア政府への支援 

インドネシア政府による国家教育法と計画法の施行への支援を行った。ADB はプロジェク

ト内で国家教育法と計画法の施行に向けて支援をし、2003 年に施行に至らせた。支援した理

由として、法を施行することで国家及び地方政府に予算の少なくとも 20%を教育に割り当て

ることができるからである。また地方政府と中央政府の財政収支に関する法律も施行にも支援

を行った。これらの法律により、教育の地方分権化が促進された。 

 

②生徒への支援 

 生徒への支援は大きく 2 つある。1 つ目は、教育・授業の向上のための学校開発基金（School 

Development Fund; SDF）の配布である。学校開発計画（School Development Plan; SDP）に

基づいて学校に小額の助成金（小学校が 6,000 ドル、中学校が 9,000 ドル）が与えられた。 

 2 つ目は学校設備の向上である。小規模で補助金（小学校に 9,000 ドル、中学校に 12,000 ド

ル）を貸与及び分配し、トイレや椅子、机などの備品・設備を改善させた。また、震災を受け

た学校への再建支援が行われた。 

 

③教師への支援 

教師の質の向上を目的とした支援が行われた。教師へのトレーニングを年に 3～6 回ほど行

った。また、教師の質の向上の開発金として貸付金と補助金があり、貸付金の全体のプログラ

ムの 4%にあたる 50,946 人の受益者に与えられ、補助金は全体の 3%にあたる 305 人の受益者

に与えられた。 

 

④地域コミュニティの強化 

 学校と地域コミュニティの関係の強化が行われた。学校への金銭や現物のみの寄付ではな

く、地域の人々が直接学校の会議へ参加するよう促した。また、運用資金の公的説明責任の強

化もされた。プロジェクト内容や運用中の資金が何に使われているかをしっかり通知すること

で透明性を図った。 

 

4.3.3 プロジェクトの成果と課題 

 

プロジェクトの成果は大きく 3 つある 
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①政府や地区への影響 

教育に関する法律や制約を定め、財政・行政だけでなく、教育の地方分権化を促進するきっ

かけとなった。また、公的責任説明を強化し、透明化を測ったことで、学校や保護者、地区教

育事務所の全てが教育計画への理解を深めることが可能となった。 

 

②就学率、修了率、移行率、および試験スコアの改善 

初等純就学率は西ヌサ・トゥンガラ島とバリが大幅に増え、東ヌサ・トゥンガラ島は増加率

が最も大きかった。初等総就学率も 3 つの州にて 2002‐2008 間で増加し、その中でも特に東

ヌサ・トゥンガラ島の増加率が大きかった（表 4.3.3 参照）。 

また、学校開発基金の代用指標であった試験スコアも、小学生と中学生のすべての科目（イ

ンドネシア語、英語、数学、科学）の平均成績が 10%から 33%に改善された。また小学生の平

均評点が最大 10 点のうち 7 点を超え、中学生の平均評点が 6 点を超えた。 

 

③教師への影響 

 NTT 地区では生徒と教師の出席率が毎年平均 83%～88%から 90%～95%に増加し、トレ

ーニングプログラムが高く評価された。 

 

④HDI の増加 

3 つの州において HDI の値が 2002‐2009 間で増加した（表 4.3.4 参照）。HDI は平均寿命、

教育水準、1 人当たりの実質所得平均の 3 つの指標から成り立っている。このことから、教育

のプロジェクトによって他の分野にも影響が出ていることが明らかとなる。 

 

表 4.3.3）プロジェクト対象地域における初等教育の総就学率 

 

出所：ADB（2012）を基に、筆者作成。 

2002 2004 2006 2008

バリ島 102 102 110 113

西ヌサ・トゥンガラ島 107 105 106 109

東ヌサ・トゥンガラ島 105 107 112 116
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表 4.3.4）プロジェクト対象地域の人間開発指数 

 

 

 

出所：ADB（2012）を基に、筆者作成。 

 

以上の成果から、プロジェクトを通して初等教育就学率が増加しただけでなく、1 人当たり

の実質所得平均や平均寿命を含んだ HDI も増加するという結果をもたらした。 

2002 2004 2006 2008 2009

バリ島 67.5 69.1 70.1 71.0 71.5
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 尚、このプロジェクトから 4 つの課題が明らかとなった。 

 

①国家教育省（MONE）、宗教省（MORA）のより一層の協働 

国家教育省は地方分権化されているが、宗教省は中央集権化されている。両者の構造が違う

にも関わらず、基礎教育の提供を共同で任されている。両者の協調的な取り組みが基礎教育の

地方分権化の強化に重要となってくる。 

 

②インフラ（輸送、技術、学校施設、インターネット）の強化のための継続的な投資 

貧しい人たちや遠隔地へのアクセスを最優先とする。また、Dapodik という学校指標用のオ

ンライン媒体があるが、インターネット環境が整っていない学校が多く、媒体を最大限に生か

せない。そのため、インターネット環境のインフラの強化も必要である。加えてそれを最大限

に活用できる学校スタッフの能力開発も必要となる。 

 

③スタッフの高い離職率 

このスタッフとは、教師ではなく、ADB プロジェクトの役員や地区政府の役員のことを指

す。離職率が高いと知識の伝達や共有を妨げてしまう。 

 

④教師の質の向上 

教師のトレーニングは、ほとんどの学校で再トレーニングが必要と判断された。また、教師

の質の向上は、現在の地区教育管理システムの改善が最も必要な分野として特定されている。 
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5. 結論 

 

以上の分析によって発見できたことは 2 つある。 

 

5.1 回帰分析結果による発見 

 

本研究では、教育が格差に与える影響を、ジニ係数と就学率を用いて分析してきた。分析結

果から明らかになったことは以下の 4 つである。 

第 1 に、インドネシアについて、初等教育の就学率とジニ係数の関係が有意となった。換言

すると、初等教育と格差が負の関係にあることを意味する。さらに、初等教育の就学率を上げ

るとジニ係数で表された格差が縮小することを意味する。インドネシアにおける格差の縮小に

は、初等教育へのアプローチが有効であることが分かる。 

第 2 に、タイについて、中等教育と高等教育の就学率とジニ係数の関係が有意となった。換

言すると、中等教育と高等教育と格差が負の関係にあることを意味する。さらに、中等教育と

高等教育の就学率を上げるとジニ係数で表された格差が縮小することを意味する。タイにおけ

る格差の縮小には、中等教育と高等教育へのアプローチが有効であることが分かる。 

第 3 に、ホンジュラスについて、高等教育の就学率とジニ係数の関係が有意となった。換言

すると、高等教育と格差が負の関係にあることを意味する。さらに、高等教育の就学率を上げ

るとジニ係数で表された格差が縮小することを意味する。ホンジュラスにおける格差の縮小に

は、高等教育へのアプローチが有効であることが分かる。 

第 4 に、世界全体のクロスセクションについて、中等教育と高等教育の就学率とジニ係数の

関係が有意となった。換言すると、中等教育と高等教育と格差が負の関係にあることを意味す

る。さらに、中等教育と高等教育の就学率を上げるとジニ係数で表された格差が縮小すること

を意味する。世界全体における格差の縮小には、中等教育と高等教育へのアプローチが有効で

あることが分かる。 

 

5.2 インドネシアでの格差改善の教育プロジェクトについて 

 

 インドネシアの教育プロジェクトでは、教育の地方分権化を中心に、設備の向上、教師の

向上を進めることで、就学率だけでなく、人間開発指数の改善にも繋がるという成果を得

た。 

このような成果から、インドネシアの初等教育の就学率を上げるためには、教師の質の向上

が特に重要であることを知った。今回のADBが行った「分散型基礎教育プロジェクト（DBEP）」

の評価レポート内にて、教師の質の向上は、地区教育管理システムの中でも最も改善が必要な

分野として特定すると明記されている。また DBEP だけでなく、世界銀行でも「インドネシ

ア：都市の初等教育における教師の能力と責任の向上（ Indonesia: Improving teacher 
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performance and accountability in urban primary schools）」11という初等教育の教師の質の向

上を目的としたプロジェクトが行われている。 

教師の質は、初等教育に限らず、就学率の向上に必要不可欠である。教師の指導力や最終学

歴の低いと、生徒が受ける教育の質は低くなる。教師が学校に在席する時間が短ければ、生徒

の授業を受ける機会が減ってしまう。このように教師の質が低いと、生徒が学校に行く意味が

なくなってしまい、就学率の低下に繋がる。しかし、貧困の中で教師自身も苦しんでおり、一

概に教師が悪いとは言えない。 

就学率を向上させるための方法として、一般的には奨学金制度の構築などが挙げられている

が、これは生徒に焦点を当てたプロジェクトである。 

一方で、前述の 2 つのプロジェクトのように、生徒を取り巻く環境の 1 つである教師に焦点

を当てたプロジェクトがある。教師の質を向上させることで、生徒が受ける教育の質が高くな

り、授業を受ける機会も増え、生徒が学校へ行くようになる。生徒に直接的な支援がなくとも、

生徒の周りの環境が改善されれば、自ずと生徒が学校への価値を見出すのである。その結果、

就学率が上がり、人間開発指数の改善にも繋がり、初等教育に関しては格差も縮小すると考え

られる。 

また、地域格差の改善が格差の改善に直結する。インドネシアにおける教育の地域格差は、

学校への参加率や識字率の観点から見て大きい。「分散型基礎教育プロジェクト（DBEP）」で

は、地方分権化の促進を支援し、地方政府予算の 20%を教育に割り当てる法律を施行させた。

このように政府を巻き込んだプロジェクトを行うことで、財政・行政における地方教育への支

援がより一層強化され、地域格差の改善に繋がると考える。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
11World Bank（2018.5.8）、pp.1-9。 
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付録  

 

付録 1 分析に使用したデータ 

 

付録 1－1 国別のジニ係数と各教育段階の就学率 
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出所：The World Bank Data を基に、筆者作成。 
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付録 1－2 世界のジニ係数と各教育段階の就学率（2015） 
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出所：The World Bank Data を基に、筆者作成。 
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付録 1－3 ホンジュラスの回帰分析結果 

 

 

 

付録 2 アフリカの時系別回帰分析 

 

 ジニ係数の値が大きいアフリカの時系別回帰分析を行う。 

 

付録 2－1 データ 

 

 分析に使用するデータは、世界全体の、①初等教育就学率、②中等教育就学率、③高等教育

就学率、④ジニ係数の 4 つである。尚、各就学率は総就学率を用いる。 

 世界銀行のデーターベースから、ザンビアと南アフリカのデータを分析対象とする。理由と

しては基準変数であるジニ係数の値が、アフリカ内で多かったからである。2 国ともデータが

少ないためジニ係数の値がある年のみを使用する（表 2－1 参照）。 
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出所：The World Bank Data を基に、筆者作成。 
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付録 2－2【再掲】ジニ係数と進学率との回帰分析の推定モデル（国別） 

  

 国別のジニ係数と各進学率の回帰分析を行う場合、以下のモデルで表される。 

 

GINI = αn + βpn・PRIEDUn + u 

GINI = αn + βsn・SECEDUn + u 

GINI = αn + βtn・TAREDUn + u 

 

αn  :定数（n 国）   

PRIEDUn  :初等教育進学率（n 国）   

SECEDUn  :中等教育進学率（n 国）   

TAREDUn  :高等教育進学率（n 国）   

u  :攪乱項  

 

付録 2－3 回帰分析結果 

 

 データとモデルを用いて、回帰分析を行う。その結果が以下の表 2－3）である。 

 

 

表 2－3）から、ザンビアの初等教育のみ有意であったが、全体的にデータが少なく、分析可

能ではないため、本研究から除く。 

 

 


